
限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

青焼き A2 32
青焼き A1 61
青焼き A0 103
青焼き A0A1 175
青焼き 2A0 206
ＰＰＣ第２原図 A2 113
ＰＰＣ第２原図 A1 340
ＰＰＣ第２原図 A0 679
PPCコピー A2 225
PPCコピー A1 500
PPCコピー A0 1,000
PPCコピー縮小 A1→A3 300
ＰＰＣコピー　製本原稿 A1 640
ＰＰＣコピー　製本原稿 A1→A3 320
ＰＰＣコピー　製本原稿 A2→A3 200
ＰＰＣフィルム A2 280
ＰＰＣフィルム A1 1,000
データ出力（ＰＰＣ） A2 400
データ出力（ＰＰＣ） A1 800
データ出力（ＰＰＣ） A0 1,400
データ出力（ＰＰＣ） A0A1 2,200
データ出力　キャドフィルム A1 2,500
データ出力　トレペ A1 1,000
データ出力　カラー A1 2,800
データ出力　カラー A0 4,000
データ出力　カラー A0A1 6,000
ＡＺカラーコピー A2 2,400
ＡＺカラーコピー A1 4,800
ＡＺカラーコピー A0 9,600
折り方 A2 11
折り方 A1 20
折り方 A0 40
折り方 A0A1 60
折り方 2A0 80

長崎市江戸町８－１５
㈱エビス堂コピーセンター
代表取締役　本村正敏

第１６７条の２
第１項第２号

青写真等については、対象品目
の特殊性から、契約の相手方は
当事務所周辺に営業店舗のあ
る業者に限定されるが、諫早市
内に目的物全てが調達可能な
県登録業者 が１社しかないた
め。

平成２２年度

契約金額（円）

1 県央振興局 管理部　総務課 H22.4.1
平成２2年度青写真等

単価契約

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

2 県央振興局 管理部　総務課 H22.4.1
平成２2年度燃料単価
契約

ガソリン124円/㍑
軽油    103円/㍑

長崎市元船町２－８
長崎県石油協同組合
理事長　松本博

昨年度の給油実績から、給油エリアが、県央地区
だけでなく長崎、島原半島、東彼杵地区まで含まれ
ている。また、対象台数が８０台を越えていることか
ら、１業者での対応は難しいと思われる。
　このことから、エリア、台数ともに対応できる能力
を有する登録業者は「長崎県石油協同組合」１者だ
けである。

第１６７条の２
第１項第２号

3 県央振興局 建設部　河港課 H22.4.1
平成２２年度一級河
川本明川水系半造川
樋門等操作管理委託

2,350,132
諫早市東小路町７－１
諫早市長　宮本　明雄

①日頃から河川パトロール等の充実が図れる。
②豪雨時における水防活動の主体となる諫早市が
緊急時に迅速かつ適正な対応をとれる。
③本明川直轄区間で国土交通省が諫早市と同様
の契約を結んでおり、管理方法、責任の所在につ
いて地元の理解が得られやすい。

第１６７条の２
第１項第２号

4 県央振興局 建設部　用地課 H22.4.1
公共用地取得事務委
託

12,414,000
長崎市元船町17-1
長崎県土地開発公社
理事長　藤井　健

①委託要領第3条では、受託者として市町村、県土地開発
公社、県道路公社、市町村立土地開発公社を定めてい
る。しかし、県土地開発公社以外の指定機関については、
当該委託業務を受託できる組織・人員・体制になく、また
用地取得業務への精通度も低い。
②県土地開発公社は、県の公共用地取得業務を行う専
門機関として県の全額出資により設置した特殊法人であ
り（公有地の拡大の推進に関する法律第10条）、上記指
定機関のうち、損失補償基準、用地交渉・契約業務に最も
精通しており、安定した用地取得業務が遂行できる。
③用地取得業務は斡旋業務に該当し、これを他の業者に
委託することは弁護士法第72条の「非弁護士の法律事務
の取扱等の禁止」に抵触する可能性があるが、土地開発
公社は公有地の拡大の推進に関する法律第17条第2項
第2号により、斡旋業務が認められている。
④見積書については、県財務規則第106条第3項第7号に
より省略する。よって、当該業務の委託の相手方は県土
地開発公社以外になく、競争入札に適さないことから県土
地開発公社と随意契約を行うものである。

第１６７条の２
第１項第２号

平成２２年度

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

5 県央振興局
農林部
諫早湾干拓堤防
管理事務所

H22.4.1
諫早湾干拓堤防気象
情報収集用パソコン
通信料（情報提供）

1,260,000

福岡市中央区大濠１－６－３
３
一般財団法人　日本気象協
会
九州支社　支社長　清家郁大

長崎県内の指定ポイントの雨量予測をリアルタイム
で詳細に提供できるのは当契約先のみであるた
め。

第１６７条の２
第１項第２号

6 県央振興局
建設部
道路第一課

H22.5.7 設計積算業務委託 3,793,650

大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研
究センター
理事長　野田　浩

　当業務は、予定価格算出の基礎となる設計書を
作成するものであり、入札参加者等への情報漏え
い防止が必要であるとともに、設計書作成に使用す
る県の積算システム（プログラム及びデータ）の流
出防止も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接
的な影響を受けず、当該業務の経験も豊富な財団
法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手
方として特定する。

第１６７条の２
第１項第２号

7 県央振興局 農林部　農道課 H22.5.1

広域大村東彼杵２期
地区２・３号橋梁上下
部工事（監督補助業
務委託）

15,939,000

大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研
究センター
理事長　野田　浩

　当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提
出された承諾願い等について、設計図書と照合を
行い、その結果を監督職員に正確に報告するもの
であり、報告に虚偽や誤脱があった場合には、監督
職員による判断や工事成績の評定に大きな影響を
与える業務である。
　また、各工事請負者が保有する施工ノウハウの情
報管理（他の建設業者への情報漏えい防止）も必
要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接
的な影響を受けず、当該業務の経験も豊富な財団
法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手
方として特定する。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

8 県央振興局 農林部　林業課 H22.6.28
採穂園等管理委託事
業

3,265,500

東彼杵郡川棚町百津郷字ナ
リウツ３９－１２５
東彼杵郡森林組合
代表理事組合長　竹村　一義

採穂園等委託事業実施要領第３受託者の選定によ
ると、知事またはその委任を受けて契約を締結する
者は、受託者の選任にあたっては、次の各号のい
ずれかの要件を備えたもののうちから選定する。
「（１）公共的団体（２）採穂園等の育成及び管理の
経験及び能力を有するもので社会的・経済的信用
確実にして、かつ、採穂園等の事業に精通した者」
この条件を満足する者は、当事業地で継続的に作
業を実施できる作業班を有し、昭和３９年採穂園設
立当時から造成・管理事業に従事し採穂園等の事
業に精通し、東彼３町の森林整備を森林所有者か
ら受託してきており、社会的・経済的に信用がある
東彼杵郡森林組合以外にない。

第１６７条の２
第１項第２号

9 県央振興局 建設部　管理課 H22.4.1
田結港海岸環境施設
（緑地等）管理委託

3,150,000 諌早市長　吉次　邦夫

①安全管理体制の必要性
・港湾管理者は、港湾の適正な維持管理を行う責
めに任じられている。
・管理瑕疵がないとするためには、構造、用途、場
所、利用状況等の諸条件を総合し、通常予想される
危険が防止できる適度の措置が必要である。
②営造物の安全確保と危険の未然防止
・施設の設置又は管理の瑕疵による事故の発生を
防ぐためには、維持補修工事の物的補完と、使用
規制等の人的補完の両面により安全の確保を図る
必要がある。
以上により、上記施設は直営で管理すべきである
が、行政責任がある市町に委託することで、その維
持管理の適正化を図ることが出来る。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

10 県央振興局
農林部
農村整備課

H22.5.21
小豆崎地区区画整理
実施設計業務委託
（その２）

15,750,000

長崎市大黒町9-17
長崎県土地改良事業団体連
合会
会長　宮本　正則

・長崎県土地改良事業団体連合会（以下、「土改
連」という。）は２１市町及び８７土地改良区等を会
員とする公益法人である。
・土改連は土地改良換地士を保有し換地業務に精
通した団体である。
・換地を伴うほ場整備事業や畑総事業等（以下、
「面工事事業」という。）は受益者個人の財産に関す
る権利を動かす事業であり受益者団体である土地
改良区は換地計画の樹立にあたって、土改連の協
力を得ている。
・面工事事業の調査、測量、設計とは表裏一体の
関係にあり、測量設計と換地計画は切り離せない
作業である。

第１６７条の２
第１項第２号

11 県央振興局
農林部
用地管理課

H22.6.14
飯盛南部地区換地計
画（処分）事務委託

6,156,000
諌早市飯盛町開1929-5
飯盛南部土地改良区
理事長　古野　綾雄

土地改良区は工事をする区域の地元農業者が土
地改良法に基づき設立した法人で、地元の状況に
詳しく、換地事務を受託できうる唯一の法人で、「県
営土地改良事業の施行に伴う換地計画の事務の
委託に関する要綱（平成１５年８月８日）」に基づき
委託する。

第１６７条の２
第１項第２号

12 県央振興局
農林部
用地管理課

H22.6.14
五反田地区換地計画
（処分）事務委託

8,184,000

東彼杵郡川棚町五反田郷
424-3
五反田土地改良区
理事長　道上　勝利

土地改良区は工事をする区域の地元農業者が土
地改良法に基づき設立した法人で、地元の状況に
詳しく、換地事務を受託できうる唯一の法人で、「県
営土地改良事業の施行に伴う換地計画の事務の
委託に関する要綱（平成１５年８月８日）」に基づき
委託する。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

13 県央振興局
農林部
用地管理課

H22.6.21
開地区換地計画（処
分）事務委託

2,940,000
諫早市飯盛町開1929-3
飯盛開土地改良区
理事長　古野　繁

土地改良区は工事をする区域の地元農業者が土
地改良法に基づき設立した法人で、地元の状況に
詳しく、換地事務を受託できうる唯一の法人で、「県
営土地改良事業の施行に伴う換地計画の事務の
委託に関する要綱（平成１５年８月８日）」に基づき
委託する。

第１６７条の２
第１項第２号

14 県央振興局
建設部
道路第一課

H22.6.21 設計積算業務委託 4,608,450

大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研
究センター
理事長　野田　浩

　当業務は、予定価格算出の基礎となる設計書を
作成するものであり、入札参加者等への情報漏え
い防止が必要であるとともに、設計書作成に使用す
る県の積算システム（プログラム及びデータ）の流
出防止も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接
的な影響を受けず、当該業務の経験も豊富な財団
法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手
方とする。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

15 県央振興局
農林部
諫早湾干拓堤防
管理事務所

H22.7.1
諫早湾干拓堤防通信
制御設備保守点検業
務委託

8,400,000

大阪府大阪市中央区本町４
丁目２番１２号
東芝特機電子㈱
代表取締役　木越芳宣

　本業務は、諫早湾干拓堤防通信制御設備の機能
保持を目的として、機器、装置及び各種データ処理
など、ハード及びソフト面に至る全般の保守点検を
行うものである。当該設備及びソフトウエアについ
ては、平成７年度から１０年度にかけて㈱東芝で製
作・据付が行われ、平成１２年度から㈱東芝が保守
点検を行っている。
　また、前々回発注するにあたり、㈱東芝以外の国
内水管理制御システムメーカー７社にこの業務を実
施できるかどうか調査を行ったが、点検業務は１社
を除きすべて「実施できない」、また、保守業務は７
社全社が「実施できない」との回答だった。保守業
務については、システムの不具合時の対応が重要
となる。
　このため、平成２２年度から㈱東芝の保守・補修
（修理）業務を委嘱された、東芝特機電子㈱と随意
契約を行った。

第１６７条の２
第１項第２号

16 県央振興局
建設部
道路第一課

H22.7.1 設計積算業務委託 1,373,400

大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研
究センター
理事長　野田　浩

　当業務は、予定価格算出の基礎となる設計書を
作成するものであり、入札参加者等への情報漏え
い防止が必要であるとともに、設計書作成に使用す
る県の積算システム（プログラム及びデータ）の流
出防止も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接
的な影響を受けず、当該業務の経験も豊富な財団
法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手
方として特定する。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

17 県央振興局
建設部
道路第一課

H22.9.1

一般国道207号電線
共同溝整備工事（電
力系引込管路・連系
管路）

26,429,863

長崎市城山町3-19
九州電力㈱　長崎支店
執行役員　長崎支店長
　中川　正裕

　本工事は新電線類地中化計画により電線共同溝
を整備している区間であり、利用者個々への電線
管路の布設のうち官地部を施工するものである。
（民地部は電線管理者が施工する。）
　新電線類地中化計画においては、引込管路は官
地部・民地部一体の工事であるため、施工管理お
よび路面の掘り返しを極力減らす目的から官地部
の工事を電線管理者に委託契約できることとなって
いる。（電線共同溝マニュアル）
　そのため、長崎県土木部道路維持課は、平成１３
年　３月に、電線管理者である、九州電力株式会社
長崎支店と基本協定を結び引込管路工事の施工を
委託している。

第１６７条の２
第１項第２号

18 県央振興局
農林部
諫早湾干拓堤防
管理事務所

H22.9.9
諫早湾干拓堤防安定
性検討業務委託

1,312,500

諫早市森山町下井牟田２９９
㈱三祐コンサルタンツ長崎事
務所
所長　本田　主彦

・ Ｈ２１年度より、梅雨時期等の大雨が予想される
前に「諫早湾干拓調整池の水位を管理水位下限(-
1.20m)より下げられないか」との要望を受け、調整
池水位を管理水位以下に下げた場合の潮受堤防
への影響等の検討を行っている。潮受堤防は諫早
湾地域の防災機能を持つ極めて重要な施設であ
り、国営諫早湾干拓事業により造築された施設であ
る。その実施設計業務（昨年度の安定性検討業務
含む）を(株)三祐コンサルタンツが３０件程度行って
いる。また、九州農政局より台風時期等にそなえ、
さらに詳細な検討を行うようにとの指導もあり、下記
の理由により１者随意契約で業務を行う。
① Ｓ６３年度からＨ１２年度までの国営干拓事業に
おける潮受堤防の実施設計業務を行っている。
② 潮受堤防に対する知識が豊富である。
③ Ｈ２１年度に当業務を請負っている。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

19 県央振興局
建設部
道路第一課

H22.9.15

一般国道207号電線
共同溝整備工事（通
信系引込管路・連系
管路）

23,278,500

福岡市博多区恵比寿2-3-7
エヌ・ティ・ティ・インフラネット
㈱九州支店
支店長　山本　隆宣

　本工事は新電線類地中化計画により電線共同溝
を整備している区間であり、利用者個々への電線
管路の布設のうち官地部を施工するものである。
（民地部は電線管理者が施工する。）
　新電線類地中化計画においては、引込管路は官
地部・民地部一体の工事であるため、施工管理お
よび路面の掘り返しを極力減らす目的から官地部
の工事を電線管理者に委託契約できることとなって
いる。（電線共同溝マニュアル）
　そのため、長崎県土木部道路維持課は、平成１９
年　２月に、電線管理者である、西日本電信電話株
式会社と基本協定を結び引込管路工事の施工を委
託している。

第１６７条の２
第１項第２号

20 県央振興局 建設部　河港課 H22.11.11

下本明地区急傾斜
地崩壊対策工事
（用地測量業務委
託）

3,641,700

長崎市五島町８－７
社団法人長崎県公共嘱託
登記土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

　公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋
調査士法第６３条で官公署等の公共の利益となる
事業を行う者による不動産の表示に関する登記に
必要な調査もしくは測量又はその登記の嘱託もしく
は申請の適正かつ迅速な実施に寄与することを目
的として設立された県内唯一の社団法人である。契
約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託
業務は地域や業務内容により最も適当と認められ
る者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせる
こととなっているため、業務の確実な履行が期待で
きる。
委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準
（案）を基に、「嘱託登記事務委託取扱要領」第１０
条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地
に入り、確認しなければポイント等の正確な把握が
困難な業務のため、業務の結果により必要なもの
を積み上げ支払う。単価は実勢価格の８割程度に
設定されており、競争入札と比較しても不経済とは
言えない。
以上により、相手方が１者に特定され、その性質又
は目的が競争入札に適しないため、１者随意契約と
する。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

21 県央振興局
農林部
農村整備課

H22.12.1
飯盛南部地区農道
台帳作成業務

1,281,000

長崎市大黒町9-17
長崎県土地改良事業団体
連合会
会長　宮本　正則

長崎県土地改良事業団体連合会の性格、県
が土改連に委託する業務の範囲（土改連の業
務内容）、
県が土改連と随意契約が可能な業務の要件
を、再検討した結果、  契約の相手方が特定さ
れる
　　→　構造改善局長通知により相手方が特
定されるとともに、業務上取得した情報を長期
間管理することが求められる。
　以上から、随意契約とする。※22農整第553
号｢農道台帳作成業務委託における契約方式
の見直し及び農道台帳作成歩掛の制定につ
いて｣により請負型契約から委任型契約に見
直された。

第１６７条の２
第１項第２号

22 県央振興局
農林部
農村整備課

H23.1.25
小豆崎地区出来高
設計業務委託

1,522,500

長崎市大黒町9-17
長崎県土地改良事業団体連
合会
会長　宮本　正則

長崎県土地改良事業団体連合会（以下、「土
改連」という。）は２１市町及び８６土地改良区
等を会員とする公益法人である。
・土改連が保有する土量計算システムは、加
重平均法による計画高算定、線形計画法にあ
る最適運土計画の算出及び計上項目ごとの
計算・集計を行う最新のシステムであり、これ
に匹敵するシステムを保有するコンサルタント
はいない。
以上のことから、土量計算資料作成業務を受
託できるのは土改連に特定される

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

23 県央振興局
農林部
農村整備課

H23.1.25
目代地区出来高設
計業務委託

1,407,000

長崎市大黒町9-17
長崎県土地改良事業団体連
合会
会長　宮本　正則

長崎県土地改良事業団体連合会（以下、「土
改連」という。）は２１市町及び８６土地改良区
等を会員とする公益法人である。
・土改連が保有する土量計算システムは、加
重平均法による計画高算定、線形計画法にあ
る最適運土計画の算出及び計上項目ごとの
計算・集計を行う最新のシステムであり、これ
に匹敵するシステムを保有するコンサルタント
はいない。
以上のことから、土量計算資料作成業務を受
託できるのは土改連に特定される

第１６７条の２
第１項第２号

24 県央振興局
農林部
土地改良課

H23.2.24
野岳地区積算参考
資料作成業務委託

1,312,500

長崎市大黒町9-17
長崎県土地改良事業団体連
合会
会長　宮本　正則

（財）長崎県土地改良事業団体連合会（以下
「土改連」という。）は、２１市町及び８７土地改
良区等を会員とする公益法人である。
また県営事業の積算に当たっては、（社）農業
農村整備情報総合センター（以下「ＡＲＩＣ」とい
う。）が直轄用を補助版に改良した農業農村整
備標準積算システム（以下「積算システム」と
いう。）を使用している。（使用許諾契約の締
結、土改連も締結している）　更に、積算システ
ムに県独自の機能を付加し土改連と共同で保
守運用している。このため、県内で唯一積算業
務を受託できる団体である。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約一覧表 部局名： 県央振興局 H23.2.28 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２２年度

25 県央振興局
農林部
用地管理課

H23.2.22
田尻地区不動産鑑
定評価

1,102,500
佐世保市城山町8-24
㈲評価分析研究室
不動産鑑定士　森永啓次

 不動産鑑定評価を行うことができる者は、「不
動産の鑑定評価に関する法律」第２条第３項
に規定する不動産鑑定業務に限定されてい
る。
　不動産鑑定評価は、公共事業の用地取得価
格を決定するときに最も重視し、用地取得価
格が適正であるかどうかを左右するものであ
り、より高度の信頼性が求められ、公共事業の
用地取得価格は、国の公示価格や県の調査
価格とも整合する必要がある。このため、公示
価格や調査価格の鑑定実績があり、さらに鑑
定地周辺の土地の鑑定に実績のある鑑定士
あるいは事情に詳しい鑑定士に鑑定させるこ
とが、より信頼性の高い鑑定評価額を得ること
ができる。
（有）評価分析研究室（森永鑑定士）は、公示
価格等に鑑定実績があり、今回鑑定を行う諌
早市森山町田尻周辺の事情に詳しく、過去に
おいても鑑定実績があり、より信頼性の高い
鑑定評価額を得ることができる。以上によりそ
の性質及び目的が競争入札に適さないため、
（有）評価分析研究室（森永鑑定士）と随意契
約を行う。

第１６７条の２
第１項第２号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円


